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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ｉ）メチルメタクリレート、スチレン及び無水マレイン酸の共重合体を含む（メタ）ア
クリル系樹脂１００重量部と、
　ii）グラフト共重合体５～４５重量部を含み、
　前記グラフト共重合体はブチルアクリレート及びスチレンの共重合体からなるコアと前
記コアにグラフトされたシェルで構成されたコア-シェルタイプであって、
　前記シェルはメチルメタクリレート及びスチレンの共重合体を含み、
　前記グラフト共重合体は共単量体として多官能性単量体をグラフト共重合体１００重量
部に対し０．５～１重量部を含み、
　前記コアにおいて、前記ブチルアクリレートの含量はグラフト共重合体１００重量部に
対し２０～６０重量部で、前記スチレンの含量はグラフト共重合体１００重量部に対し１
０～３０重量部で、
　前記コアはゲル含量が７０～９９％である光学フィルム。
【請求項２】
　前記ii）グラフト共重合体のシェルにおいて、前記メチルメタクリレートはグラフト共
重合体１００重量部に対し２０～６０重量部で含まれることを特徴とする、請求項１に記
載の光学フィルム。
【請求項３】
　前記ii）グラフト共重合体のシェルにおいて、前記スチレンはグラフト共重合体１００
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重量部に対し５～２５重量部で含まれることを特徴とする、請求項１に記載の光学フィル
ム。
【請求項４】
　前記ii）グラフト共重合体のシェルにおいて、前記メチルメタクリレート及びスチレン
の共重合体は共単量体としてアクリロニトリル及びフェニルマレイミドの中から選択され
る一つ以上の単量体をさらに含むことを特徴とする、請求項１に記載の光学フィルム。
【請求項５】
　前記アクリロニトリル及びフェニルマレイミドの中から選択される一つ以上の単量体は
各々グラフト共重合体１００重量部に対し０超過１５重量部以下で含まれることを特徴と
する、請求項４に記載の光学フィルム。
【請求項６】
　前記多官能性単量体は、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコール
ジメタクリレート、トリエチレングリコールジメタクリレート、１，３－ブタンジオール
ジメタクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、ネオペンチルグリコー
ルジメタクリレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、トリメチロールメタ
ントリアクリレート、アリルメタクリレート、トリアリルイソシアヌレート、トリアリル
アミン及びジアリルアミンの中から選択される１種以上を含むことを特徴とする、請求項
１に記載の光学フィルム。
【請求項７】
　前記ii）グラフト共重合体のグラフト率は２０～６０％であることを特徴とする、請求
項１に記載の光学フィルム。
【請求項８】
　前記ｉ）（メタ）アクリル系樹脂は、前記メチルメタクリレート、スチレン及び無水マ
レイン酸の共重合体１００重量部に対しメチルメタクリレート６０～９０重量部、スチレ
ン９～３０重量部及び無水マレイン酸１～１５重量部を含むことを特徴とする、請求項１
に記載の光学フィルム。
【請求項９】
　前記メチルメタクリレート、スチレン及び無水マレイン酸の共重合体は共単量体として
ビニルシアン化合物、（メタ）アクリル酸及びイミド系単量体のうち１種以上をさらに含
むことを特徴とする、請求項１に記載の光学フィルム。
【請求項１０】
　前記ｉ）（メタ）アクリル系樹脂と前記ii）グラフト共重合体の屈折率差が０．０１以
下であることを特徴とする、請求項１に記載の光学フィルム。
【請求項１１】
　ａ）ｉ）メチルメタクリレート、スチレン及び無水マレイン酸の共重合体を含む（メタ
）アクリル系樹脂及びii）ブチルアクリレート及びスチレンの共重合体からなるコアと前
記コアにグラフトされたシェルで構成されたコア-シェルタイプのグラフト共重合体を前
記ｉ）（メタ）アクリル系樹脂１００重量部当たりに前記ii）グラフト共重合体５～４５
重量部含む樹脂組成物を準備するステップ、及びｂ）前記樹脂組成物を利用してフィルム
を形成するステップを備え、
　このとき、前記シェルはメチルメタクリレート及びスチレンの共重合体を含み、
　前記グラフト共重合体は共単量体として多官能性単量体をグラフト共重合体１００重量
部に対し０．５～１重量部含み、
　前記コアにおいて、前記ブチルアクリレートの含量はグラフト共重合体１００重量部に
対し２０～６０重量部で、前記スチレンの含量はグラフト共重合体１００重量部に対し１
０～３０重量部で、
　前記コアはゲル含量が７０～９９％である光学フィルムの製造方法。
【請求項１２】
　請求項１～１０のうちのいずれか一項の光学フィルムを延伸した位相差フィルム。
【請求項１３】
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　ａ）ｉ）メチルメタクリレート、スチレン及び無水マレイン酸の共重合体を含む（メタ
）アクリル系樹脂及びii）ブチルアクリレート及びスチレンの共重合体からなるコアと前
記コアにグラフトされたシェルで構成されたコア-シェルタイプのグラフト共重合体を前
記ｉ）（メタ）アクリル系樹脂１００重量部当たりに前記ｉｉ）グラフト共重合体５～４
５重量部含む樹脂組成物を準備するステップ、
　ｂ）前記樹脂組成物を利用してフィルムを形成するステップ、及び
　ｃ）前記フィルムを１軸又は２軸延伸するステップを備え、
　このとき、前記シェルはメチルメタクリレート及びスチレンの共重合体を含み、
　前記グラフト共重合体は共単量体として多官能性単量体をグラフト共重合体１００重量
部に対し０．５～１重量部含み、
　前記コアにおいて、前記ブチルアクリレートの含量はグラフト共重合体１００重量部に
対し２０～６０重量部で、前記スチレンの含量はグラフト共重合体１００重量部に対し１
０～３０重量部で、
　前記コアはゲル含量が７０～９９％である位相差フィルムの製造方法。
【請求項１４】
　偏光子及び前記偏光子の少なくとも一面に備わった保護フィルムを含む偏光板として、
前記保護フィルムのうち少なくとも一つが請求項１～１０のうちのいずれか一項の光学フ
ィルムであることを特徴とする偏光板。
【請求項１５】
　請求項１～１０のうちのいずれか一項の光学フィルムを含む電子装置。
【請求項１６】
　請求項１２の位相差フィルムを含む電子装置。
【請求項１７】
　請求項１４の偏光板を含む電子装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学フィルム及びこれの製造方法に関する。より詳しくは、本発明は、光学
的透明性に優れているだけでなく、靭性及び耐熱性に優れている光学フィルム及びこれの
製造方法に関するものであって、前記光学フィルムはＬＣＤのような表示装置などの電子
素子に有用に使われる。本出願は２００７年１０月２日に韓国特許庁に提出された韓国特
許出願第１０－２００７－００９９４５５号の出願日の利益を主張し、その内容の全ては
本明細書に含まれる。
【背景技術】
【０００２】
　近来、光学技術の発展に伴ない従来のブラウン管を代替するプラズマディスプレイパネ
ル（ＰＤＰ）、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）、有機／無機ＥＬディスプレイ（ＥＬＤ）等
、様々な方式を用いたディスプレイ技術が提案され、市販されている。前記のようなディ
スプレイでは多様なプラスチックフィルムの利用が提案されており、その要求特性が一層
高度化している。例えば、液晶ディスプレイの場合、薄型化、軽量化および表示特性を向
上させるために、偏光板、位相差フィルム、プラスチック基板、導光板等に様々なプラス
チックフィルムが使用されている。
【０００３】
　通常、偏光板の場合、偏光子に保護フィルムとしてトリアセチルセルロースフィルム（
ｔｒｉａｃｅｔｙｌ　ｃｅｌｌｕｌｏｓｅフィルム、以下“ＴＡＣフィルム”という）を
ポリビニルアルコール系水溶液からなる水系接着剤で積層させた構造を有する。ところで
、偏光子として使われるポリビニルアルコールフィルムと偏光子用保護フィルムとして使
われるＴＡＣフィルムは、いずれも耐熱性及び耐湿性が十分でない。したがって、前記フ
ィルムで形成される偏光板を高温あるいは高湿の雰囲気下で長時間使用する場合、偏光度
が低下し、偏光子と保護フィルムが分離したり光特性が低下するため、用途面で様々な制
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約を受ける。また、ＴＡＣフィルムは周辺温度／湿度環境の変化により既存に有している
面内位相差（Ｒｉｎ）や厚さ方向位相差（Ｒｔｈ）の変化が甚だしく、特に傾斜方向にお
ける入射光に対する位相差の変化が大きい。このような特性を有するＴＡＣフィルムを保
護フィルムとして備える偏光板を液晶表示装置に適用すると、周辺温度／湿度環境の変化
により視野角特性が変化し、画像品質が低下する問題点がある。また、ＴＡＣフィルムは
周辺温度／湿度環境の変化による寸法変化率が大きいだけでなく、光弾性係数値も相対的
に大きく、耐熱、耐湿熱環境での耐久性評価後、局部的に位相差特性の変化が発生し、画
像品質が低下しやすい。
【０００４】
　このようなＴＡＣフィルムの様々な短所を補完するための素材としてメタクリル（ｍｅ
ｔｈａｃｒｙｌ）系樹脂がよく知られている。しかし、メタクリル（ｍｅｔｈａｃｒｙｌ
）系樹脂は、耐衝撃性が不十分なため壊れたり裂けたりしやすいので、偏光板の生産時に
搬送性の面で問題になりやすく、生産性が不十分であると知られている。また、前記フィ
ルムの材料としてアクリレート樹脂を用いる場合、キャスティング方法を利用しなければ
ならないため、製造方法が難しく、費用が多くかかるという問題がある。
【０００５】
　位相差フィルムの場合、スチレン系樹脂で製造したフィルムはこれを延伸及び配向させ
る時、その配向方向と直交する方向で屈折率が大きくなる光学異方性を示す材料として、
これを延伸して正の値の厚さ方向位相差値（Ｒｔｈ）を有するフィルムを製造するのに適
した材料として知られている。また、スチレン系樹脂は経済性に優れ、透明性が優れてい
る長所がある。しかし、高価の特殊な単量体を共に使用して製造する場合を除いては耐熱
性が不十分で、機械的物性が劣るという問題点がある。また、ポリカーボネート樹脂を延
伸して位相差フィルムを製造する場合には十分な位相差機能の付与が可能であるが、延長
程度に対する位相差変化率が大きく、さらに均一で安定した位相差機能を有するフィルム
を提供するのは難しい。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　前記従来技術の問題点を解決するために、光学的透明性に優れているだけでなく、靭性
及び耐熱性に優れており、延伸前には光学的等方性に優れているため偏光板保護フィルム
等多様な用途で使われ、延伸後には均一で安定した位相差を提供できるため位相差フィル
ムで使われる光学フィルム及びこれの製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、ｉ）（メタ）アクリル系樹脂、及びii）（メタ）アクリル系ゴムと芳香族ビ
ニル化合物の共重合体に（メタ）アクリル系樹脂がグラフトされたグラフト共重合体を前
記ｉ）（メタ）アクリル系樹脂１００重量部に対し５～４５重量部含む光学フィルムを提
供する。
【０００８】
　また、本発明は、ａ）（ｉ）（メタ）アクリル系樹脂、及びii）（メタ）アクリル系ゴ
ムと芳香族ビニル化合物の共重合体に（メタ）アクリル系樹脂がグラフトされたグラフト
共重合体を前記ｉ）（メタ）アクリル系樹脂１００重量部に対し５～４５重量部含む樹脂
組成物を準備するステップ、及びｂ）前記樹脂組成物を利用してフィルムを形成するステ
ップを備える光学フィルムの製造方法を提供する。
【０００９】
　また、本発明は、前記光学フィルムを延伸した位相差フィルムを提供する。
【００１０】
　また、本発明は、ａ）ｉ）（メタ）アクリル系樹脂、及びii）（メタ）アクリル系ゴム
と芳香族ビニル化合物の共重合体に（メタ）アクリル系樹脂がグラフトされたグラフト共
重合体を前記ｉ）（メタ）アクリル系樹脂１００重量部に対し５～４５重量部含む樹脂組
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成物を準備するステップ、ｂ）前記樹脂組成物を利用してフィルムを形成するステップ、
及びｃ）前記フィルムを１軸又は２軸延伸するステップを備える位相差フィルムの製造方
法を提供する。
【００１１】
　また、本発明は、前記光学フィルムを偏光子保護フィルムとして備える偏光板を提供す
る。
【００１２】
　また、本発明は、前記光学フィルム又は位相差フィルムを備える電子装置を提供する。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明に係る光学フィルムは光学的透明性に優れているだけでなく、靭性及び耐熱性に
優れている。また、本発明に係る光学フィルムは延伸前には光学的等方性に優れているた
め偏光板保護フィルム等多様な用途で使われ、既存の高価なＴＡＣ樹脂を代替でき、延伸
後には均一で安定した位相差を提供できるため位相差フィルムで使われる。したがって、
ＬＣＤのような画像表示装置に有用に使われる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明について詳細に説明する。
本発明に係る光学フィルムは、マトリックスの役割をする（メタ）アクリル系樹脂に衝撃
補強剤として（メタ）アクリル系ゴムと芳香族ビニル化合物の共重合体に（メタ）アクリ
ル系樹脂がグラフトされたグラフト共重合体を使用することを特徴とする。衝撃補強剤と
して前記のような構成のグラフト共重合体を利用することによって、靭性だけでなく耐熱
性及び光学的透明性に優れる光学フィルムを提供することができる。
【００１５】
　本発明において、前記グラフト共重合体は（メタ）アクリル系ゴムと芳香族ビニル化合
物の共重合体がコア（ｃｏｒｅ）を構成し、その周辺に前記（メタ）アクリル系樹脂がシ
ェル（ｓｈｅｌｌ）を構成するコア－シェルタイプのグラフト共重合体であることが好ま
しい。
【００１６】
　本発明において、前記コアに含まれる（メタ）アクリル系ゴムはその種類に特別に限定
されず、ガラス転移温度が０℃以下であることが好ましい。例えば、アルキル（メタ）ア
クリレートが使用でき、炭素数２～８のアルキル基を有するものとして、具体的にブチル
アクリレート又は２－エチルヘキシルアクリレートを単独又は混合して使用することがで
きる。
【００１７】
　前記コアに含まれる（メタ）アクリル系ゴムは、グラフト共重合体１００重量部に対し
２０～６０重量部で含まれるのが好ましい。前記（メタ）アクリル系ゴムの含量が２０重
量部未満の場合には靭性が低下し得、６０重量部を超過する場合には耐熱性が低下し得る
。
【００１８】
　本発明において、前記コアに含まれる芳香族ビニル化合物は、ベンゼン核が一つ以上の
Ｃ１～Ｃ５のアルキル基又はハロゲン基で置換又は非置換の構造の単量体を使うのが好ま
しく、例えばスチレン、α－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ビニルトルエンのよ
うなスチレン単量体誘導体等を使用することができる。
【００１９】
　前記コアに含まれる芳香族ビニル化合物は、グラフト共重合体１００重量部に対し１０
～３０重量部で含まれるのが好ましい。その含量が１０重量部未満の場合には透明度が低
下し得、３０重量部を超過する場合には靭性が低下し得る。
【００２０】
　本発明において、前記グラフト共重合体のシェルを構成する（メタ）アクリル系樹脂は
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（メタ）アクリル系単量体のホモ又は共重合体であってもよいが、（メタ）アクリル系単
量体と芳香族ビニル系単量体の共重合体であることが好ましい。前記共重合体は追加の共
単量体として酸無水物、ビニルシアン化合物、（メタ）アクリル酸及びイミド系単量体の
中から選択される１種以上の単量体をさらに含んでもよい。
【００２１】
　前記グラフト共重合体のシェルに含まれる（メタ）アクリル系単量体は、エステル基の
カルボニル基と共役化された（ｃｏｎｊｕｇａｔｅｄ）炭素間の二重結合を有する化合物
ならば十分で、それの置換基は特別に限定されない。本明細書に記載される（メタ）アク
リル系単量体は、（メタ）アクリレートだけでなく（メタ）アクリレート誘導体を含むも
のを意味するもので、アルキルアクリレート、アルキルメタクリレート、アルキルブタク
リレート等を含む概念であると理解しなければならない。例えば、前記（メタ）アクリル
系単量体の例としては、下記化学式１で示される化合物が含まれる：
［化学式１］
【化１】

　前記化学式１において、
Ｒ１、Ｒ２及びＲ３は各々独立的に水素原子、ヘテロ原子を含む、又は含まない炭素数１
～３０の１価炭化水素基を示し、Ｒ１、Ｒ２及びＲ３のうちの少なくとも一つはエポキシ
基であってもよく；Ｒ４は水素原子又は炭素数１～６のアルキル基を示す。
【００２２】
　具体的に、前記（メタ）アクリル系単量体はアルキル（メタ）アクリレートが好ましく
、具体的にメチルアクリレート、エチルアクリレート、メチルメタクリレート、エチルメ
タクリレート、メチルエタクリレート、及びエチルエタクリレートからなる群から選択さ
れる１種以上の（メタ）アクリル系単量体が使われてもよく、特にメチルメタクリレート
（ＭＭＡ）を使うのが最も好ましい。
【００２３】
　前記グラフト共重合体のシェルに含まれる（メタ）アクリル系単量体は、前記グラフト
共重合体１００重量部に対し２０～６０重量部で含まれるのが好ましい。その含量が２０
重量部未満の場合には透明性が低下し得、６０重量部を超過する場合には靭性が低下し得
る。
【００２４】
　前記グラフト共重合体のシェルに含まれる芳香族ビニル系単量体としては、ベンゼン核
が一つ以上のＣ１～Ｃ５のアルキル基又はハロゲン基で置換又は非置換の構造の単量体を
使うのが好ましく、例えばスチレン、α－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ビニル
トルエンのスチレン単量体誘導体などを使ってもよい。
【００２５】
　前記グラフト共重合体のシェルに含まれる芳香族ビニル系単量体は、前記グラフト共重
合体１００重量部に対し５～２５重量部で含まれるのが好ましい。前記芳香族ビニル化合
物の含量が５重量部未満の場合には加工性が低下し得、２５重量部を超過する場合には靭
性が低下し得る。
【００２６】
　前記グラフト共重合体のシェルに共単量体として酸無水物が含まれる場合、例えばカル
ボン酸無水物を使ってもよく、１価又は２価以上の多価カルボン酸無水物を使用してもよ
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い。好ましくは、マレイン酸無水物又はこれの誘導体を使ってもよく、例えば下記化学式
２の化合物を使用してもよい。
［化学式２］
【化２】

前記化学式２において、
Ｒ７及びＲ８は各々独立的に水素原子又は炭素数１～６のアルキル基を示す。
【００２７】
　前記グラフト共重合体のシェルに共単量体としてビニルシアン化合物が含まれる場合、
例えばアクリロニトリル、メタアクリロニトリル、及びエタアクリロニトリルで形成され
た群から選択される１種以上のアクリロニクリル系単量体が含まれ得る。前記グラフト共
重合体のシェルに共単量体として（メタ）アクリル酸が含まれる場合、例えばアクリル酸
及びメタクリル酸とこれらの誘導体中１つ以上が含まれ得る。前記グラフト共重合体のシ
ェルに共単量体としてイミド系単量体が含まれる場合、例えばフェニルマレイミド、シク
ロヘキシルマレイミドなどが含まれ得る。
【００２８】
　前記グラフト共重合体のシェルを構成する共重合体に共単量体として酸無水物、ビニル
シアン化合物、（メタ）アクリル酸及びイミド系単量体の中から選択される１種以上の単
量体が含まれる場合、これらは各々前記グラフト共重合体１００重量部に対し１５重量部
以下で含まれるのが好ましい。その含量が１５重量部を超過する場合には透明性が低下し
得る。
【００２９】
　前記ゴム成分と芳香族ビニル化合物の共重合は当技術分野で知られている方法によって
行われる。また、前記ゴム成分と芳香族ビニル化合物の共重合体と（メタ）アクリル系樹
脂のグラフト重合も当技術分野で知られている方法を利用して行われる。例えば、通常の
乳化重合法を利用することができる。
【００３０】
　前記グラフト共重合体は、前記成分以外に用途により当業界で通常用いられる開始剤、
多官能性単量体及び分子量調節剤などをさらに含んでもよい。
【００３１】
　特にフィルムの厚さが薄くなるほど、すなわち延伸率が増加するのに伴ないヘイズが増
加する問題を防止するためには、前記グラフト共重合体製造時にグラフト共重合体１００
重量部を基準に多官能性単量体を０．０２～２重量部追加して重合するのが好ましい。
【００３２】
　前記多官能性単量体は分子内に二重結合が二つ以上存在する化合物であれば制限されず
に使ってもよく、その例としては、エチレングリコールジメタクリレート、ジエチレング
リコールジメタクリレート、トリエチレングリコールジメタクリレート、１，３－ブタン
ジオールジメタクリレート、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、ネオペンチル
グリコール　ジメタクリレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、トリメチ
ロールメタントリアクリレート、アルリルメタクリレート、トリアルリルイソシアヌレー
ト、トリアルリルアミン又はジアルリルアミン等があり、これら単量体を単独又は２種以
上混合して使用してもよい。
【００３３】
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　前記多官能性単量体は、前記グラフト共重合体のコア及び／又はシェルを構成する重合
体に共単量体として添加され、特にコアを構成する重合体に共単量体として含まれるのが
好ましい。
【００３４】
　前記グラフト共重合体は、前記マトリックスを構成する（メタ）アクリル系樹脂１００
重量部に対し５～４５重量部で含まれるのが好ましい。その含量が５重量部未満の場合に
は靭性が低下し得、４５重量部を超過する場合には透明性及び耐熱性が低下し得る。
【００３５】
　前記コア－シェルタイプのグラフト共重合体において、コアの粒径は３５００Å～７５
００Åであることが好ましい。コアの粒径を３５００Å以上で調節することによって耐衝
撃効果を一層向上させられる。ただし、衝撃補強剤のコアの粒径が過度に大きい場合、光
学フィルムの延伸時に衝撃補強剤とマトリックス樹脂の間でディボンディング（ｄｅｂｏ
ｎｄｉｎｇ）現象が発生し得、ディボンディング現象が発生した部分にできる空間で光が
散乱するのに伴ないフィルムの透明性を阻害する場合もある。
【００３６】
　本発明では衝撃補強剤のコアの粒径を前述した範囲で調節する一方、衝撃補強剤の架橋
度及びグラフト率を調節することによって、前記のようなディボンディング現象を防止す
ることができる。本発明では前記グラフト共重合体のグラフト率を２０～６０％にするこ
とが好ましい。また、前記グラフト共重合体中のコアのゲル含量は７０～９９％に調節す
るのが好ましい。
【００３７】
　前記グラフト率は、前記グラフト共重合体２ｇをアセトン１００ｍＬで２４時間の間撹
拌し、コアにグラフトしないシェル成分を溶解した後、超遠心分離によってゲルとゾルを
分離し、下記数式１により計算した。
［数式１］
グラフト率（％）＝［（ゲルの重さ－ゴムの重さ）／ゴムの重さ］×１００
【００３８】
　前記コアのゲル含量は、前記コア共重合体１ｇをトルエン１００ｇに入れて４８時間の
間撹拌し、架橋されないコア成分を溶解した後、超遠心分離でゲルとゾルを分離して、下
記数式２により計算した。
［数式２］
ゲル含量（％）＝ゲルの重さ／試料の重さ×１００
【００３９】
　本発明において、マトリックスを構成する（メタ）アクリル系樹脂は（メタ）アクリル
系単量体のホモ又は共重合体であってもよいが、（メタ）アクリル系単量体と芳香族ビニ
ル系単量体の共重合体；又は（メタ）アクリル系単量体、芳香族ビニル系単量体及び酸無
水物の共重合体であることが好ましく、（メタ）アクリル系単量体、芳香族ビニル系単量
体及び酸無水物の共重合体であることが一層好ましい。前記各化合物の例は前記グラフト
共重合体のシェルの構成成分の例と同じである。
【００４０】
　前記マトリックスを構成する樹脂が（メタ）アクリル系単量体、芳香族ビニル系単量体
及び酸無水物の共重合体の場合、この共重合体１００重量部に対してそれぞれの成分は６
０～９０重量部、９～３０重量部及び１～１５重量部で含まれるのが好ましい。
【００４１】
　前記マトリックスを構成する樹脂１００重量部に対し（メタ）アクリル系単量体の含量
が６０重量部未満の場合には透明性が低下し得、９０重量部を超過する場合には耐熱性が
低下し得る。
【００４２】
　前記マトリックスを構成する樹脂１００重量部に対し前記芳香族ビニル系単量体の含量
が９重量部未満の場合には重合転換率が低下し得、３０重量部を超過する場合には透明性
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が低下し得る。
【００４３】
　前記マトリックスを構成する樹脂１００重量部に対し前記酸無水物の含量が１重量部未
満の場合には耐熱性が低下し得、１５重量部を超過する場合には透明性が低下し得る。
【００４４】
　前記マトリックス樹脂を構成する共重合体は、追加の共単量体としてビニルシアン化合
物、（メタ）アクリル酸及びイミド系単量体の中から１種以上をさらに含んでもよい。こ
れらは共重合体１００重量部対比１５重量部以下で含まれるのが好ましい。
【００４５】
　前記マトリックス樹脂は当技術分野に知られている方法を利用して重合され得る。例え
ば、塊状重合法を利用することができる。
【００４６】
　前記マトリックス樹脂は、ガラス転移温度が１２０～１３０℃、　分子量１２～１５万
、ＭＩ（２２０℃、１０ｋｇ）１０以下、好ましくは４～１０、ヘイズ０．３～２％の特
徴を持つ。前記ＭＩは樹脂の流れを表す尺度であり、２２０℃で荷重１０ｋｇで押された
時、分当りに流れる量を示す。
【００４７】
　本発明に係る光学フィルムの透明度を高めるためには、前記マトリックス樹脂と前記グ
ラフト共重合体との屈折率差が０．０１以下であることが好ましく、一層好ましくは０．
００８以下で、最も好ましくは０．００６以下である。
【００４８】
　本発明に係る光学フィルムは前述したグラフト共重合体及び（メタ）アクリル系樹脂を
含む樹脂組成物を利用してフィルムを形成し、製造することができる。
【００４９】
　フィルム形成方法は当技術分野に知られている方法を利用でき、本発明に係る光学フィ
ルムはアクリル系樹脂だけで形成されたフィルムと異なり、キャスティング法以外にも押
出工程を利用することができる。
【００５０】
　前記光学フィルムを製造するために前述した樹脂組成物に一般的な添加剤、例えば可塑
剤、潤滑剤、衝撃緩和剤、酸化防止剤、安定剤、紫外線吸収剤、無機充填剤等を添加して
もよい。特に、本発明に係る光学フィルムが偏光子の保護フィルムとして用いられる場合
、偏光子及び液晶パネルを外部紫外線から保護するために、前記樹脂組成物に紫外線吸収
剤を添加することができる。紫外線吸収剤の種類は特別に限定されていないが、ベンゾト
リアゾール系紫外線吸収剤、トリアジン系紫外線吸収剤の使用が好ましい。好ましくは、
Ｔｉｎｕｖｉｎ３２８、Ｔｉｎｕｖｉｎ３２１及びＴｉｎｕｖｉｎ３６０が使われる。熱
安定剤としては、Ｉｇａｎｏｘ１０７６、Ｉｇａｎｏｘ２４５等が添加されてもよい。
【００５１】
　本発明に係る光学フィルムの厚さは２０～２００μｍ、好ましくは４０～１２０μｍに
してもよい。本発明に係る光学フィルムのガラス転移温度は１１０～１３０℃で、熱変形
温度（Ｖｉｃａｔ）は１１０～１４０℃であり、ＭＩ（２２０℃、１０ｋｇ）２～６で、
靭性（ｔｏｕｇｈｎｅｓｓ）が非常に優れている。また、本発明に係る光学フィルムは好
ましくは熱膨張係数ＣＴＥ（ｐｐｍ／Ｋ、４０～９０℃）が５０～１２０で、ヘイズは０
．５～３％であり、透過度は８８～９３％である。
【００５２】
　前述した本発明に係る光学フィルムは、延伸前の面方向位相差及び厚さ方向位相差の値
が０～１０ｎｍであり得、これを１軸又は２軸延伸する場合、面方向位相差及び厚さ方向
位相差の値が８０～２００ｎｍであり得る。
【００５３】
　延伸方法及び条件は当技術分野で知られているのを利用することができる。例えば、前
記光学フィルムの延伸工程は樹脂組成物のガラス転移温度（Ｔｇ）を基準にした時、Ｔｇ
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－３０℃～Ｔｇ＋３０℃の温度範囲で行うのが好ましく、特にＴｇ－１０℃～Ｔｇ＋２０
℃の温度範囲で行うのが一層好ましい。また、延伸速度及び延伸率は本発明の目的を達成
する範囲内で適切に調節することができる。
【００５４】
　本発明に係る光学フィルムは偏光子保護フィルムとして使われる。この場合、接着力向
上のために表面を改質することができる。改質方法としては、コロナ処理、プラズマ処理
、ＵＶ処理などで、保護フィルムの表面を処理する方法と保護フィルムの表面にプライマ
層を形成する方法などがあり、前記二つの方法を同時に使用してもよい。プライマの種類
は特別に限定されないが、シランカップリング剤と共に反応性官能基を有する化合物を使
うのが好ましい。
【００５５】
　本発明に係る光学フィルムを保護フィルムとして含む偏光板は、偏光子及び前記偏光子
の少なくとも一面に備わった保護フィルムを備え、前記保護フィルムのうち少なくとも一
つが前述した本発明に係る光学フィルムの構造を持ち得る。
【００５６】
　本発明において、前記偏光子としては当技術分野で知られているのを制限されずに使っ
てもよく、例えばヨウ素又は二色性染料を含むポリビニルアルコール（ＰＶＡ）からなる
フィルムを使用してもよい。前記偏光子はＰＶＡフィルムにヨウ素又は二色性染料を染着
させて製造され得るが、これの製造方法は特別に限定されない。本明細書において、偏光
子は保護フィルムを含まない状態を意味し、偏光板は偏光子と保護フィルムを含む状態を
意味する。
【００５７】
　前記偏光子と保護フィルムの接着は接着剤層を利用して行うことができる。前記保護フ
ィルムと偏光板の貼り合わせ時に使用可能な接着剤としては、当技術分野で知られている
ものであれば特別に制限されない。例えば、一液型又は二液型のポリビニルアルコール（
ＰＶＡ）系接着剤、ポリウレタン系接着剤、エポキシ系接着剤、スチレンブタジエンゴム
系（ＳＢＲ系）接着剤、又はホットメルト型接着剤等があるが、これらの例にだけ限定さ
れない。
【００５８】
　前記接着剤のうちポリビニルアルコール系接着剤が好ましく、特にアセトアセチル基を
含有するポリビニルアルコール系樹脂及びアミン系金属化合物架橋剤を含む接着剤を使う
のが好ましい。前記偏光板用接着剤は前記アセトアセチル基を含有するポリビニルアルコ
ール系樹脂１００重量部及び前記アミン系金属化合物架橋剤１～５０重量部を含んでもよ
い。
【００５９】
　前記ポリビニルアルコール系樹脂は前記偏光子と保護フィルムを十分に接着でき、光学
的透視度が優れ、経時的な黄変などの変化がないものであれば特に限定されないが、特に
架橋剤との円滑な架橋反応を考慮すればアセトアセチル基が含まれたポリビニルアルコー
ル系樹脂を利用するのが好ましい。
【００６０】
　ここで、前記ポリビニルアルコール系樹脂の重合度及び鹸化度はアセトアセチル基を含
有しさえすれば特に限定されないが、好ましくは重合度が２００～４，０００の範囲内で
、鹸化度が７０モル％～９９．９モル％の範囲内であるのが良い。分子の動きの自由さに
よる含有物質との柔軟な混合を考慮すれば、重合度は１，５００～２，５００の範囲内で
、鹸化度は９０モル％～９９．９モル％の範囲内であるのが一層好ましい。この時、前記
ポリビニルアルコール系樹脂は前記アセトアセチル基を０．１～３０モル％で含むのが好
ましい。前記アセトアセチル基の範囲で架橋剤との反応が円滑にでき、目的とする接着剤
の耐水性及び接着力に十分に有意となるためである。
【００６１】
　前記アミン系金属化合物架橋剤は前記ポリビニルアルコール系樹脂との反応性を有する
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官能基を有する水溶性架橋剤として、アミン系配位子を含有する金属錯体形態であること
が好ましい。可能な金属としては、チルコンニウム（Ｚｒ）、チタニウム（Ｔｉ）、ハフ
ニウム（Ｈｆ）、タングステン（Ｗ）、鉄（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）、ニッケル（Ｎｉ
）、ルテニウム（Ｒｕ）、オスミウム（Ｏｓ）、ロジウム（Ｒｈ）、イリジウム（Ｉｒ）
、パラジウム（Ｐｄ）、白金（Ｐｔ）等の遷移金属が可能で、中心金属に結びついた配位
子としては一次アミン、二次アミン（ダイアミン）、三次アミンやアンモニウムハイドロ
キサイド等の少なくとも一つ以上のアミン基を含むものが全て可能である。その使用量は
前記ポリビニルアルコール系樹脂１００重量部に対し１重量部～５０重量部の範囲で調節
されるのが好ましい。前記範囲で目的とする接着剤に十分に有意的な接着力を付与でき、
接着剤の貯蔵安定性（ｐｏｔ　ｌｉｆｅ）を向上させることができるためである。
【００６２】
　前記アセトアセチル基を含有するポリビニルアルコール系樹脂と前記アミン系金属化合
物架橋剤を含有する接着剤水溶液はｐＨ調節剤を使用し、そのｐＨを９以下で調節するの
が好ましい。さらに好ましくはｐＨを２超過９以下の範囲で調節でき、一層好ましくはｐ
Ｈを４～８．５の範囲で調節することができる。
【００６３】
　前記偏光子と保護フィルムの接着は偏光子用保護フィルム又は偏光子のＰＶＡフィルム
の表面上にロールコータ、グラビアコータ、バーコータ、ナイフコータ、又はキャピラリ
コータなどを使って、接着剤を先にコーティングし、接着剤が完全に乾燥する前に保護フ
ィルムと偏光膜を貼り合わせロールで加熱圧着したり常温圧着し、貼り合わせる方法によ
って行われる。ホットメルト型接着剤を用いる場合には、加熱圧着ロールを使わなければ
ならない。
【００６４】
　ポリウレタン系接着剤を使う場合、光によって黄変しない脂肪族イソシアネート系化合
物を利用して製造されたポリウレタン系接着剤を利用するのが好ましい。一液型又は二液
型のドライラミネート用接着剤又はイソシアネートと水酸基との反応性が比較的低い接着
剤を使う場合には、アセテート系溶剤、ケトン系溶剤、エーテル系溶剤、又は芳香族系溶
剤等で薄められた溶液型接着剤を使用してもよい。この時、接着剤粘度は５０００ｃｐｓ
以下の低粘度型であるのが好ましい。前記接着剤は貯蔵安定性に優れている上に、４００
～８００ｎｍでの光透過度が９０％以上であるのが好ましい。
【００６５】
　十分な粘着力を発揮できるのであれば粘着剤も使用できる。粘着剤は貼り合わせ後に熱
又は紫外線によって十分に硬化が起き、機械的強度が接着剤水準に向上するのが好ましく
、界面接着力も大きく、粘着剤が付着した両側フィルムのうちどちらか一方の破壊なしに
は剥離されない程の粘着力を持つのが好ましい。
【００６６】
　使用可能な粘着剤の具体的な例としては、光学透明性に優れている天然ゴム、合成ゴム
又はエラストマ、塩化ビニル／酢酸ビニル共重合体、ポリビニルアルキルエーテル、ポリ
アクリレート、変性ポリオレフィン系粘着剤等とこれにイソシアネートなどの硬化剤を添
加した硬化型粘着剤が挙げられる。
【００６７】
　上記のように製造される偏光板は各種用途に利用される。具体的に、液晶表示装置（Ｌ
ＣＤ）用偏光板、有機ＥＬ表示装置の反射防止用偏光板等を含む画像表示装置に好ましく
使われる。また、本発明に係る偏光板は、各種機能性膜、例えばλ／４板、λ／２板等の
位相差板、光拡散板、視野角拡大板、輝度向上板、反射板等の様々な光学層を組み合わせ
た複合偏光板に適用される。
【００６８】
　前記偏光板は、その後画像表示装置等への適用が容易なように少なくとも一面に粘着剤
層を具備してもよい。また、前記偏光板が画像表示装置等に適用されるまで粘着剤層を保
護するために前記粘着剤層上に離型フィルムをさらに具備してもよい。
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【００６９】
　また、本発明は、前記光学フィルム又は位相差フィルムを備える電子装置を提供する。
前記電子装置はＬＣＤのような画像表示装置であってもよい。
【００７０】
　例えば、本発明は光源、第１偏光板、液晶シェル、第２偏光板を順次積層された状態で
備え、前記第１偏光板及び第２偏光板のうち少なくとも一つの保護フィルムとして、又は
前記第１偏光板及び第２偏光板のうち少なくとも一つと液晶シェルの間に備えられた位相
差フィルムとして、本発明に係る光学フィルム又は位相差フィルムを備える画像表示装置
を提供する。
【００７１】
　前記液晶シェルは液晶層；これを支持できる基板；及び前記液晶に電圧を印加するため
の電極層を備える。この時、本発明に係る偏光板は横電界方式（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗ
ｉｔｃｈｉｎｇ　ｍｏｄｅ；ＩＰＳ　ｍｏｄｅ）、垂直配向方式（Ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ
　Ａｌｉｇｎｅｄ　ｍｏｄｅ；ＶＡ　ｍｏｄｅ）、ＯＣＢ方式（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃ
ｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ　ｍｏｄｅ）、ツイステッド・ネマ
チック（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ　ｍｏｄｅ；ＴＮ　ｍｏｄｅ）、ＦＦＳ（Ｆｒ
ｉｎｇｅ　Ｆｉｅｌｄ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ　ｍｏｄｅ；ＦＦＳ　ｍｏｄｅ）方式などの
すべての液晶モードに適用される。
【実施例】
【００７２】
　以下で実施例を通して本発明をさらに詳細に説明するが、以下の実施例は本発明を例示
するためのものに過ぎず、本発明の範囲を限定するためのものではない。
実施例１
マトリックス樹脂（ｉ）としてメチルメタクリレート７５重量％、スチレン１５重量％及
び無水マレイン酸１０重量％で形成される（メタ）アクリル系樹脂（屈折率１．５１６）
８５重量部（光学フィルムを形成するための樹脂組成物中マトリックス樹脂とグラフト共
重合体の計１００重量部を基準とする、以下同一）と、衝撃補強剤（ii）としてブチルア
クリレート４０重量％、スチレン１９．５重量％及びエチレングリコールジメタクリレー
ト０．５重量％で形成される共重合体（ゲル含量９３％、粒径４０００Å）にメチルメタ
クリレート３２重量％及びスチレン８重量％をグラフト重合したグラフト共重合体（グラ
フト率３８％、屈折率１．５１３）１５重量部、及び滑剤としてＥＢＳ（ソング化学製品
）０．５重量部、酸化防止剤としてＩｒｇａｎｏｘ　１０７６（Ｃｉｂａ－Ｇｅｉｇｙ製
品）０．３重量部及び紫外線吸収剤としてＴｉｎｕｖｉｎ　３２７（Ｃｉｂａ－Ｇｅｉｇ
ｙ製品）０．５重量部を混合して樹脂組成物を製造した。
【００７３】
　実施例２
前記実施例１でマトリックス樹脂（ｉ）の（メタ）アクリル系樹脂を７５重量部使用し、
衝撃補強剤（ii）のグラフト共重合体を２５重量部使用したのを除いては、前記実施例１
と同一の方法で実施して樹脂組成物を製造した。
【００７４】
　実施例３
前記実施例１でマトリックス樹脂（ｉ）としてメチルメタクリレート８０重量％、スチレ
ン１５重量％及び無水マレイン酸５重量％からなる（メタ）アクリル系樹脂を使用したの
を除いては、前記実施例１と同一の方法で実施して樹脂組成物を製造した。この時（ｉ）
の屈折率は１．５１５であった。
【００７５】
　実施例４
前記実施例１で衝撃補強剤（ii）のグラフト共重合体製造時にシェル成分としてメチルメ
タクリレート２７重量％、スチレン８重量％及びアクリロニトリル５重量％をグラフト重
合したのを除いては、前記実施例１と同一の方法で実施して樹脂組成物を製造した。この
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時（ii）の屈折率は１．５１４、グラフト率は３５％であった。
【００７６】
　実施例５
前記実施例１で衝撃補強剤（ii）のグラフト共重合体製造時にコア成分としてブチルアク
リレート４０重量％、スチレン１９重量％及びエチレングリコールジメタクリレート１重
量％からなる共重合体を使用したのを除いては、前記実施例１と同一の方法で実施して樹
脂組成物を製造した。この時（ii）のコアのゲル含量は９８％、粒径は３９００Åであり
、（ii）のグラフト率は４９％であり、屈折率は１．５１３であった。
【００７７】
　実施例６
前記実施例１で衝撃補強剤（ii）のグラフト共重合体製造時にコア成分のエチレングリコ
ールジメタクリレートを使用せず、同量をシェル成分で使用したのを除いては、前記実施
例１と同一の方法で実施して樹脂組成物を製造した。この時（ii）のコアのゲル含量は７
３％、粒径は４１００Åであり、（ii）のグラフト率は３５％であり、屈折率は１．５１
３であった。
【００７８】
　実施例７
前記実施例１で衝撃補強剤（ii）のグラフト共重合体製造時にシェル成分としてメチルメ
タクリレート３０重量％、スチレン８重量％、フェニルマレイミド２重量％をグラフト重
合したのを除いては、前記実施例１と同一の方法で実施して樹脂組成物を製造した。この
時（ii）の屈折率は１．５１４、グラフト率は３６％であった。
【００７９】
　実施例８
前記実施例１でマトリックス樹脂（ｉ）としてメチルメタクリレート７５重量％、スチレ
ン１５重量％、無水マレイン酸５重量％及びアクリロニトリル５重量％からなる（メタ）
アクリル系樹脂を使用したのを除いては、前記実施例１と同一の方法で実施して樹脂組成
物を製造した。この時（ｉ）の屈折率は１．５１５であった。
【００８０】
　比較例４
前記実施例１で衝撃補強剤（ii）のグラフト共重合体製造時に多官能性単量体を使用せず
、コア成分としてブチルアクリレート４０重量％及びスチレン２０重量％からなる共重合
体を使用したのを除いては、前記実施例１と同一の方法で実施して樹脂組成物を製造した
。この時（ii）のコアのゲル含量は１３％、粒径は４３００Åであり、（ii）のグラフト
率は７％であり、屈折率は１．５１４であった。
【００８１】
　比較例１
前記実施例１でマトリックス樹脂（ｉ）の（メタ）アクリル系樹脂を６８重量部使用し、
衝撃補強剤（ii）のグラフト共重合体を３２重量部使用したのを除いては、前記実施例１
と同一の方法で実施して樹脂組成物を製造した。
【００８２】
　比較例２
前記実施例１でマトリックス樹脂（ｉ）の（メタ）アクリル系樹脂を９６重量部使用し、
衝撃補強剤（ii）のグラフト共重合体を４重量部使用したのを除いては、前記実施例１と
同一の方法で実施して樹脂組成物を製造した。
【００８３】
　比較例３
前記実施例１で衝撃補強剤（ii）のグラフト共重合体製造時にコア成分としてブチルアク
リレート５９．５重量％及びエチレングリコールジメタクリレート０．５重量％からなる
共重合体を使用したのを除いては、前記実施例１と同一の方法で実施して樹脂組成物を製
造した。この時（ii）のコアのゲル含量は９９％、粒径は３８００Åであり、（ii）のグ
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【００８４】
　［試験例］
前記実施例１～８及び比較例１～４で製造した樹脂組成物を各々２２０℃のシリンダー温
度で４０パイ押出混練機を使用し、ペレット形態に製造して、前記ペレットをＴ－ダイが
装着された押出混練機と巻取りロールを使って、４０μｍと８０μｍ厚さのフィルムを製
造した。
【００８５】
　前記フィルムを利用して下記の方法で靭性（Ｔｏｕｇｈｎｅｓｓ）、耐熱性（ガラス転
移温度）、透明性（ヘイズ）を測定し、その結果を下記表１に示した。
【００８６】
　イ）Ｔｏｕｇｈｎｅｓｓ－８０ｍｍフィルムを手で１０回曲げて切れる状態を測定した
。（○：一回も切れない、△：１～３回、×：４回以上）
ロ）ガラス転移温度－前記ペレットをＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社のＤＳＣ　Ｑ　１
００を使用し、昇温速度１０℃／分で上昇させながら、測定した。
ハ）ヘイズ－前記４０μｍと８０μｍ厚さのフィルムをＡＳＴＭ　Ｄ　１００３により測
定した。
【表１】

【００８７】
　前記表１を通して、本発明に係る樹脂組成物を構成する各成分を適正含量範囲で使用し
て製造した実施例１～８のフィルムは比較例に比べ、靭性、耐熱性及び透明性の物性がい
ずれも優れた結果を示すことが確認できる。
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